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ブロックチェーンと法整備について
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国内での過去の調査研究

出典：「平成29年度我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（分散型システムに対応した技術・制度等に係る調査）」報告書（概要版）©Atsumi & Sakai 2021
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海外の法整備例 ①
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・欧州
– スイス・ブロックチェーン法

• アセットトークン等を含む未登録証券（Uncertificated Register 
Securities。DLT電子記録簿（DLT-based electronic register）を用
いて行使、譲渡されるとの当事者間の合意があり、一定の技術要件を
満たすことが要件）についての法整備

• 破産法等の整備を含めて権利の安定性の向上や、DLT取引施設（DLT 
Trading Facilities）へのライセンス、株式会社法等の組織法の改正な
ども含む内容

– リヒテンシュタイン・テクノロジーサービスプロバイダー法
• トークンコンテナーモデル：トークンはあらゆる種類の権利を保持す
る機能を備えたコンテナとして機能し、コンテナには、不動産、株式、
債券、金、アクセス権などの資産を表す権利を積み込むことができる

• 信頼できるテクノロジー（Trusted Technology; TT）キーの保有者
がトークンの処分権限を有するものとされ、トークンを処分できる立
場（possessing the power of Token disposal）の者は、トーク
ンを処分する権利（the right to dispose of the Token）を有する
者と推定するなどとされている。また従前のトークンの処分権限を有
する者は、トークンを処分する権利があると推定されるものとされて
おり、法令にそったトークンの処分が、権利の処分と一致するように
法制度が整備されている。



海外の法整備例 ②
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・米国
– 連邦法単位では整備されていないが、州法での立法例がある

• バーモント州
– 2016年にブロックチェーンに記録された情報の証拠能力を規律する法律が立法

• ワイオミング州
– 統一商法典9条を修正する法案（W.S. SF0125）を2019年9月に可決し、次の主要な要素を定めてい

る。
– （1）ブロックチェーン資産の定義のベースラインセット
– （2）ブロックチェーン資産の分類
– （3）ワイオミング州統一商法典第8条および第9条における担保権の完全性と優先順位に関する規定

のブロックチェーン資産への適用関係
– （4）ブロックチェーンカストディアンをワイオミング州統一商法典第8条に基づく証券仲介者とし

て扱うための規則

• イリノイ州
– ２０２０年にブロックチェーンテクノロジー法を制定。ブロックチェーンの記録の書面性だけでなく、

スマートコントラクトの執行可能性も規定するものとなっており、他の州法より進んだ面もある

• その他
– アリゾナ州、デラウェア州、オハイオ州、テネシー州、ノースダコタ州、ネバタ州等の複数州におい

て、ブロックチェーン上の記録の取り扱い（契約の書面性要件の関係等）に関する立法

・中国
– ブロックチェーン情報サービス管理規則

• ブロックチェーンに関する業法的な規制の側面が強い。なお、裁判例には暗号資産等
の私法的性質に関するものが多い

– 暗号法
• 同法の他にも、デジタル人民元関連の法整備等も行われている

– 最高裁判所においてブロックチェーンの証拠能力を認める解釈の他、ブロックチェーンの
記録を利用した裁判例もある（杭州インターネット裁判所（2018）浙0192民初81号）
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